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◎ （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

一般会計・特別会計

1,331,936

△ 12,198 5,776,711

1,402,416 △ 70,480

3,392,645 10,410 3,403,055

令和５年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

23,627,528 △ 549,341 23,078,187１ 一般会計

２ 特別会計 5,788,909

424,105

２ 病院事業会計

②

① 国民健康保険特別会計 5,121,868 △ 6,767 5,115,101

後期高齢者医療特別会計

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

△ 5,431

３ 下水道事業会計

661,610667,041

備 考

１ 水道事業会計 424,225 △ 120
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議案第24号　小城市一般会計補正予算（第10号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.9

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ5億4,934万1千円を減額し、補正後の総額を歳入歳出
それぞれ230億7,818万7千円とするものです。
　歳入の主なものは、国の補正予算における歳出の追加に伴い地方負担を措置するための普通交付
税の増額交付や、各種事業に伴う国・県支出金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、市債のほ
か、市税、財産収入、寄附金、諸収入を計上し、財政調整基金繰入金により財源を調整するもので
す。
　歳出の主な内容は、国の補正予算に伴い、後年度に予定していたものを令和５年度に前倒しして
行う事業として、「農業用ため池維持管理事業」、「橋りょう補修事業」、「小学校施設維持事
業」、「中学校施設改善事業」等を増額するほか、実績見込みによる減額を計上するものです。

4,531,361 19.6 議 会 費 207,734 △ 1,765 205,969

歳 入

補 正 前款 別 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

市 税 4,547,683 △ 16,322

22,303 0 22,303 0.1 衛 生 費 2,726,758 △ 161,187 2,565,571

株式等譲渡所得割交付金 16,215 0 16,215 0.1 労 働 費 9,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

令和５年度　第10号補正後予算総額　　23,078,187千円

38.1

地 方 譲 与 税 154,003 0 154,003 0.7 総 務 費 2,531,749

11.1

利 子 割 交 付 金 2,067 0 2,067 0.0 民 生 費 8,900,618 △ 117,701 8,782,917

△ 167,507 2,364,242 10.2

配 当 割 交 付 金

48,357

4.8

地 方 消 費 税 交 付 金 1,062,267 0 1,062,267 4.6 商 工 費 335,391 △ 5,033 330,358 1.4

法 人 事 業 税 交 付 金 45,725 0 45,725 0.2 農林水産業費 1,146,922 △ 31,112 1,115,810

8,400 0 8,400 0.0 災 害 復 旧 費

△ 78,915 4,281,799 18.6 予 備 費

分 担 金 及 び 負 担 金 119,616 4,888 124,504 0.5 公 債 費 2,162,466 0 2,162,466

使 用 料 及 び 手 数 料 165,229 2,726 167,955 0.7

国 庫 支 出 金 4,360,714

諸 支 出 金

100,000繰 越 金 100,000 0

1,907,067 8.3県 支 出 金 1,890,565 16,502

財 産 収 入 51,674 6,967 58,641 0.3

3.2繰 入 金 △ 404,669 747,144

1,390,343

1,151,813

寄 附 金 △ 200,951

0.0

0.130,000 0

0 9,180 0.0

441,273 △ 17,283 423,990

30,000

4.1

9.5

0 48,357 0.2 消 防 費 957,859 △ 20,921

1 0 1

936,938

1.8

9.4

7,081,510 30.7 教 育 費 2,255,379 △ 68,450 2,186,929

23,078,187

0.4

23,627,528100.0

1.8

地 方 交 付 税 6,958,563 122,947

合 計 23,627,528

1,189,392 5.2

諸 収 入 427,897 △ 9,114

△ 549,341 △ 549,341

418,783

市 債 6,600 1,099,664

合　　　　　計

1,093,064

23,078,187

4.8

100.0

8.5環 境 性 能 割 交 付 金 11,030 0 11,030 0.0 土 木 費 1,922,198 41,618 1,963,816
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議案第25号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

964 19,240 0.4

国民健康保険
事業費納付金

1,288,230 0 1,288,230 25.2

補 正 額 合 計 構成比

1.1

使 用 料 及 び 手 数 料 500 0 500 0.0 保 険 給 付 費 3,715,632 △ 350 3,715,282 72.6

国 民 健 康 保 険 税 937,542 △ 22,608 914,934 17.9 総 務 費 57,234 △ 2,791 54,443

3,785,095 74.0

0.0

△ 4,600

0.0

財 産 収 入 122 10

0.8

保 健 事 業 費 39,402

県 支 出 金 3,798,892 △ 13,797
財政安定化基
金 拠 出 金

348 0

0.7

339,668

0 1,000

0 1

0.0

繰 越 金

1,755

40,510

基 金 積 立 金 1,745 10

予 備 費 1,000

公 債 費 1

繰 入 金 7.1

諸 収 入 4,483 4,443 8,926 0.2 諸 支 出 金 18,276

合 計 5,121,868 △ 6,767 5,115,101 100.0 合　　　　　計 5,121,868 △ 6,767 5,115,101 100.0

348

令和５年度　第３号補正後予算総額　　5,115,101千円

国 庫 支 出 金 151 0 151 0.0

0 40,510

34,802132 0.0

25,185 364,853

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前

0.0

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ676万7千円を減額し、補正後の総額を歳入歳出それぞ
れ51億1,510万1千円とするものです。
　歳入の主な内容は、国民健康保険税を賦課実績により減額し、基金繰入金の増額を計上するもの
です。
　歳出の主な内容は、特定健診の実績見込みにより保健事業費を減額するものです。
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議案第26号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

構成比

歳 入

令和５年度　第２号補正後予算総額　　661,610千円

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額

650

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計

　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ543万1千円を減額し、補正後の総額を歳入歳出それぞ

れ6億6,161万円とするものです。

　歳入の主な内容は、一般会計繰入金の減額を計上するものです。

　歳出の主な内容は、後期高齢者医療広域連合納付金の減額を計上するものです。

0.1

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 70 0 70 0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金 664,439 △ 5,516 658,923 99.6

後期高齢者医療保険料 469,956 △ 82 469,874

200 0

繰 入 金 185,772 △ 5,349 180,423 27.3 諸 支 出 金 650 0

100.0

諸 収 入 703 0 703 0.1 0 0

合　　　　　計 667,041 △ 5,431 661,610 100.0 合　　　　　計 667,041 △ 5,431 661,610

71.0 総 務 費 1,752 85 1,837

200 0.0繰 越 金 10,540 0 10,540 1.6 予 備 費
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議案第27号　小城市水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

50.5

100.0

49.5

1.0

97.5

100.0

1.6

0 差 引 5,275 0 5,275差 引 0 0

　予備費 3,566 3,884 7,450 2.3

　特別損失 1 1 0.0

　営業外費用 18,060 481 18,541 5.8
　企業債償還
  金

49,103 49,103

　営業費用 300,040 △ 4,485 295,555 91.9 　建設改良費 48,180 48,180

◇水道事業費用 321,667 △ 120 321,547 100.0 ◇資本的支出 97,283 97,283

　特別利益 127 127 0.0
　固定資産売
却代金

99,950 99,950

　営業外収益 16,501 16,501 5.1 　負担金 1,000 1,000

　営業収益 305,039 △ 120 304,919 94.8 　出資金 1,608 1,608

補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

令和５年度　第３号補正後予算規模　424,105千円

　収益的収支について、水道事業収益及び水道事業費用からそれぞれ12万円を減額し、補正後の

収益的収支総額を3億2,154万7千円とするものです。

　補正の主な内容は、収益的収入では、営業収益から手数料の減額、収益的支出では、営業費用

から固定資産除却費や薬品費等の増額及び受水費や動力費等の減額、収支の調整のための予備費

の増額を計上するものです。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

構成比

◇水道事業収益 321,667 △ 120 321,547 100.0 ◇資本的収入 102,558 102,558

事 項
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議案第28号　小城市病院事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

32.7

30.1

1.5　特別損失 5,712 5,712

　医業外収益 418,976 47 419,023 33.1 　補助金 1

0.5 　予備費 1,000

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0 ◇資本的収入 19,768 0 19,768

0.0

　特別利益 1

100.0

　医業収益 917,249 △ 70,527 846,722 66.9 　負担金 13,294 13,294 67.3

◇病院事業収益 1,336,226 △ 70,480 1,265,746

1

1 0.0 　出資金 6,473 6,473

100.0

　医業費用 1,306,166 △ 52,684 1,253,482 99.0 　建設改良費 45,249 45,249 68.4

◇病院事業費用 1,320,130 △ 54,384 1,265,746 100.0 ◇資本的支出 66,190 66,190

1,000

　医業外費用 7,252 △ 1,700 5,552 0.4 　企業債償還金 19,941 19,941

　予備費 1,000 1,000 0.1

差 引 16,096 △ 16,096 0 差 引 △ 46,422 0 △ 46,422

　収益的収支については、医業収益を7,052万7千円減額、医業外収益を4万7千円増額し、補正後の

収益的収入の総額を12億6,574万6千円とし、医業費用及び医業外費用を5,438万4千円を減額し、収

益的支出の総額を12億6,574万6千円とするものです。収益的収支の補正の主な内容は、収入では入

院及び外来患者減少に伴う減額、国保調整交付金の増額、支出では、薬品等の材料費や経費等につ

いて減額するものです。

令和５年度　第３号補正後予算規模　1,331,936千円
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議案第29号　小城市下水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計

◇資本的収入 751,927 △ 30,716 721,211

350,959 18.5

◇下水道事業収益 1,875,299 20,460 1,895,759 100.0

補 正 前 補 正 額

令和５年度　第３号補正後予算規模　3,403,055千円

　収益的収支については、他会計補助金の事業間組替えに伴う増額等により収益的収入額を18億

9,575万9千円とし、処理場維持管理費の実績に伴う減額等により収益的支出額を15億8,470万5千

円とするものです。

　資本的収支については、管渠や浄化槽の施工実績に伴い企業債、他会計補助金及び建設改良費

の減額等により資本的収入額を7億2,121万1千円、資本的支出額を15億729万6千円とするもので

す。

　特別利益 1 0

83,500　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項

100.0

　営業収益 347,452 3,507

構成比

　企業債 326,500 △ 5,300 321,200

4.6　県補助金 33,250 0 33,250

1 0.0 237,433 32.9　国庫補助金 237,433 0

44.5

11.6

804,014 △ 10,050 793,964

1,527,846 16,953 1,544,799 81.5

1,517,346 △ 10,050 1,507,296

　他会計補助
金

105,000 △ 21,500

100.0

　負担金等 49,744 △ 3,916 45,828 6.4

　営業費用 1,376,733 △ 16,655 1,360,078 85.8 　建設改良費

◇下水道事業費用 1,603,048 △ 18,343 1,584,705 100.0 ◇資本的支出

0 20,058 1.3

0 10,000 0.6

△ 786,085

　特別損失

差 引 272,251 38,803 311,054 差 引 △ 765,419 △ 20,666

52.7

　営業外費用 196,257 △ 1,688 194,569 12.3
　企業債償還
金

713,332 0 713,332 47.3

　予備費 10,000

20,058
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令和５年度小城市一般会計補正予算（第10号）　主な事業一覧　

頁 事　業　名 補正事業費：千円

建設課 9 橋りょう補修事業 51,192

都市計画課 10 牛津駅前広場整備事業 △ 2,800

教育総務課 11 小城市給付型育英資金事業 △ 240

所　　属

建設部

教育委員会
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 26 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

令和5年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費
補償、補填
及び賠償金

83,100 △ 25,200 △ 4,039 51,192

令和5年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 2,669

2,200 2,200 一般財源

合　　計

4,000 47,700 △ 508

50,000 50,000 事業費計 0

令和5年度事業費は、令和4年度からの繰越額37,052千円を含み、令和6年度
への繰越予定額104,555千円を含まない。

51,192

事　業　費 82,215 124,131 122,639 132,505

その他 34,000 10,300 4,500 その他

財
源
内
訳

46,869

一般財源 42,163 25,219 18,450

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

県支出金

地方債 41,500 75,100 19,200 19,200 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 40,052 64,912 52,389

6,036

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

28,600 28,600

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和元年度現在で324橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の
約15％を占め、令和15年には71％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年行われている橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。

　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和5年度　(令和4年度繰越)補修工事(3橋)
　　　　　　 補修工事(3橋)
　　　　　　 補修設計業務(1橋)
　　　　　　 用地買収(登記)
　　　　　　 架け替え工事(1橋)
　
【事業費の負担割合】
　令和5年度　国 57.20％　市 42.80％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

【補正内容】
　・国の補正予算により、橋りょう補修を前倒して実施することによる委託料及び工事請負費の増
　　宮本橋補修設計業務
　　安心橋上部工工事
　・実績による補償金の減

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成

道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　都市計画課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 牛津駅前広場整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 都市再生特別措置法、小城市都市計画マスタープラン

事業期間
令和 令和　3 令和　6

地域の特性を活かした拠点
地区の形成と相互連携一般 8 5 1 1393

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　小城市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の中で示される牛津駅周辺の都市機能誘導区域を対象とし
た「牛津地域拠点地区　都市再生整備計画」に掲げる基幹事業として、賑わいの創出と交通利用者の利便性を高
めるため、牛津地域拠点地区の交流拠点である牛津駅前広場を整備する。

【内容】
　駅前広場の機能性向上を図る整備を行う。
　
　令和3年度　測量及び実施設計
　令和4年度～令和6年度　整備工事、道路台帳修正業務

【事業費の負担割合】
　都市再生整備計画(基幹事業)対象分　国 47.6％　市 52.4％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

【補正内容】
　・工事に伴う施工管理業務委託料の増
　・実績見込みによる工事請負費、負担金(JR近接工事負担金)、補償金(電柱移設補償)の減

　※令和5年度当初予算主な事業からの変更内容
　・事業期間：令和3年度～令和5年度　→　令和3年度～令和6年度
　・事業費の負担割合：都市再生整備計画(基幹事業)対象分　国 47.6％　市 52.4％→国 47.4％　市 52.6％

事業費の推移
（単位：千円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 33,000

その他

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

6,538 一般財源

県支出金

61,000

22,102

0 0 事業費計 189,502

106,400

事　業　費 7,568 3,476 104,420 74,038

財
源
内
訳

28,000

一般財源 7,568 3,476 4,520

その他

地方債 66,900 39,500

令和5年度事業費は、令和4年度からの繰越額79,490千円を含み、令和6年度
への繰越予定額71,869千円を含まない。

令和5年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

補償、補填
及び賠償金

合　　計

1,105 △ 1,105 △ 2,100 △ 700 △ 2,800

8,500 △ 1,250 △ 2,800

令和5年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 10,050
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 小城市給付型育英資金事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠
小城市給付型育英資金基金条例、小城市給付型育英資金条例、小城市給付型育英資金条例施行規
則

事業期間
令和 令和2 令和19

子育て相談・支援体制の充
実一般 10 1 2 1431

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　意欲と能力を有し進学の目的及び進学後の人生設計が明確である学生が経済的な理由により進学を断念するこ
とがないよう、学資金を給付することにより、良識ある社会人として活動し、もって社会に貢献する人材を育成
する。

【内容】
　高等専門学校又は高等学校(定時制を含む。)に在学し、要件を満たす者のうちから選考の上、予算の範囲内で
月額20,000円を3年間給付する。

【補正内容】
（歳入）
　・寄附金額の減（5,760,000円→2,880,000円）
　・寄附金額の減に伴う基金繰入金の増（0円→2,640,000円）
（歳出）
　・寄附金額の減に伴う積立金（給付辞退者１名分）の減（240,000円→0円）

事業費の推移
（単位：千円）

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金

その他3,840 2,880 65,400

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

一般財源

県支出金

3,840 2,880 事業費計 65,400事　業　費 7,680 5,760 5,520 4,560

財
源
内
訳

一般財源

その他 7,680 5,760 5,520 4,560

地方債

令和5年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

積立金 合　　計

△ 240 △ 240

△ 240 △ 240

令和5年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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